	□　認定長期優良住宅建築
	証明申請書

	□　認定低炭素住宅建築
	

	
	


（第1面）
　　年　　月　　日

アール・イー・ジャパン株式会社　殿

【申請者の氏名】　　　　　　　　　　　　　　　

【代理者の氏名又は名称】（代理人申請の場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

下記の工事が租税特別措置法施行令に規定する工事種別への該当性について、業務契約約款の内容について同意の上、申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。
	※料金欄（出張旅費を含む内訳）


	※受付欄
	※審査欄

	令和　　年　　月　　日
	

	疎証　第　　　　　号
	

	係員氏名　　

	

	※決裁欄
	※交付欄

	
	令和　　年　　月　　日

	
	疎証　第　　　　　号

	
	係員氏名　　



（注意）
１　標題の「認定長期優良住宅建築」又は「認定低炭素住宅建築」のいずれかにチェックしてください。
２　※印には記入しないでください。
（第2面）

	申請者等の概要

	【1. 申請者】

	【ｲ.氏名のフリガナ】

	【ﾛ.氏名】

	【ﾊ.郵便番号】

	【ﾆ.住所】

	【ﾎ.電話番号（連絡先）】

	【ﾍ.FAX番号】

	【2.代理者】

	【ｲ.氏名】

	【ﾛ.郵便番号】

	【ﾊ.住所】

	【ﾆ.電話番号（連絡先）】

	【ﾍ.FAX番号】

	【3.家屋番号】
	

	【4.所在地】
	

	【5.建築工事終了日】
	

	【6.認定長期優良住宅建築等計画又は、低炭素建築物新築等計画の場合の場合】
	認定行政庁・氏名
	

	
	認定番号
	第　　　　　　　　　　号

	
	認定年月日
	　　年　　月　　日

	【7.当該証明書が必要な期日（決済日）】
	　年　月　日

	【8.必要通数】
	□　1通　□　2通以上（1通増しごと+5,100円）


　（注意事項）
１.第１欄は、証明書の交付を受けようとする者の住所及び氏名等を記載してください。
２.第２欄は、申請者からの委任を受けて申請を代理で行う者がいる場合においては、【代理者】の欄に住所及び氏名又は名称等を記載してください。
３.第４欄の【家屋番号】の欄には、当該家屋の登記簿に記載された家屋番号を記載してください。この場合、証明申請時に未決定の場合は証明書を交付する日までに家屋番号届を提出ください。
４.第５欄の【所在地】の欄には、当該家屋の登記簿に記載された所在地を記載してください。
５.この証明書を提出する税務署又は市町村の必要な書面の数に応じて複数通必要である場合又は証明書再発行は、追加１通あたり5,100円を加算します。
（第３面）
申請図書必要リスト
	提出図書等　１通
	提出するもの
	添付

	共通
	１　認定長期優良住宅・認定低炭素証明申請書
	□

	
	２　付近見取図
	□

	
	３　所管行政庁から交付を受けた認定通知書
	□

	
	4　建築士法施行規則第17条の15に規定する工事監理報告書の写し
	□

	
	5　建築基準法第7条又は第7条の2に規定する検査済証の写し
	□

	
	6　当該家屋の登記事項証明書
	□

	認定長期優良住宅証明の場合
	長期優良住宅法施行規則第２条に規定する認定書（変更認定があった場合は当該変更認定書）の写し
	□

	
	長期使用構造等確認申請書の写し（添付図書を含みます。）（＊2）
	□

	
	認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築完了報告書（＊3）
	□

	
	認定長期優良住宅建築等計画に従って建築工事が行われた旨の確認書の写し（＊3）
	□

	
	その他変更届又は報告書（該当する場合に限ります。）（＊3）
	□

	
	【新築又は増改築後に使用されたことのある家屋である場合】長期優良住宅法第11条第１項に規定する認定長期優良住宅の建築及び維持保全の状況に関する記録
	□

	認定低炭素証明の場合
	都市低炭素化促進法施行規則第41条第１項に規定する認定書（変更認定があった場合は当該変更認定書）
	□

	
	低炭素建築物新築等計画技術的審査依頼書の写し（添付図書を含みます。）（＊2）
	□

	
	認定低炭素建築物新築等計画に基づく建築物の新築等完了報告書（＊3）
	□

	
	その他変更届又は報告書（該当する場合に限ります。）（＊3）
	□

	備考　
1　長期優良住宅維持保全計画の認定は建築行為がないため、当該証明交付の対象ではありません。
2　REJで確認又は審査を受けた住宅以外の住宅で、添付図書がない場合は、引受不可とさせていただきます。
3　所管行政庁に提出したものの写しを添付ください。


	【個人情報の取扱い】
１　個人情報を利用する業務の内容及び目的
証明者及び証明者が所属する指定確認検査機関又は登録住宅性能評価機関（以下この取扱いにおいて「証明機関」という。）は、個人情報の保護に関する法令に基づき、申請者（以下「お客さま」といいます。）から提供を受けた個人情報を次の業務及び利用目的の達成に必要な範囲で利用いたします。
(1) 業務内容
ア　住宅税制に係る各種証明に関する検査
イ　その他これらに付随する業務
(2) 利用目的
証明に関する検査の申請に際して取得した個人情報は、次の目的で利用します。
ア　証明機関が行う証明業務の実施のため
イ　お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため
ウ　その他お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履行するため
２　機構等への個人情報の提供
検査機関は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第23条第１項各号に掲げる場合を除き、お客さまから提供を受けた個人情報を第三者に提供することはありません。ただし個人情報の保護に関する法令に基づくお客さまの同意を得た上で、利用目的の達成に必要な範囲内で個人情報を機構等に提供することがあります。（例：税務署、地方公共団体の長）


	委　任　状
令和　　年　　月　　日
アール・イー・ジャパン株式会社　殿
【申請者の氏名】
　　　　　　　　　　　　　　　
【申請者の住所】
私は住宅性能証明申請書に記載の代理者を代理人と定め、下記に関する権限を委任します。
記
  租税特別措置法施行令に規定する工事への適合性の申請業務に関する手続き、関連図書の作成、訂正及び登録住宅性能評価機関から交付される文書の受領


